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 流通業では，流通経路の多様化に伴い，様々な取引先とのＥＤＩによる情報交換により取引業務をより効率化することが

求められている．そこで，ＥＤＩシステムでは取引先ごとのデータ構造の相違性に柔軟に対応する必要がある．また，個々の

企業で管理されていた取引の情報などを活用するために，構造の異なる情報が付加された取引データを，２社間の取引の

みではなく，流通の上流から下流まで可能な限り構造を保持し順次伝送できることが求められている．本研究では，水産物

流通を例に取り上げ，ネイティブなＸＭＬＤＢを用いた受発注実験システムを製作した．その上で取引データ転送実験を通

し，取引の段階におけるデータ構造の違いや変化への対応について有効性を検証した． 

 

 
The Transmission Experiment of the Seafood Distribution using XMLDB 
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In Seafood distribution, by diversification of distribution channels, the companies has to increase more the efficiency of 
information exchange with various customers by EDI. EDI system is necessary to correspond to the difference of the data 
structure for every customer and the information must be transmitted thoroughly from supplier to retailer of dealings. 
Furthermore the information about dealings etc. is added to EDI data and the EDI data is expected to be utilized effectively. 
In this research, the order experiment system using Native XMLDB has been implemented. We have studied about the 
correspondence to the difference and change of data structure of dealings in several stages by the data transmission 
experiment in Seafood distribution. 
 
 
１．はじめに 

一般に流通業では，卸売市場を中心とするサプライチ

ェーンが形成されている．しかし近年食生活など消費者ニ

ーズの変化や多様化により，販売業者自身の仕入れルー

トも多岐に渡り卸売市場を中心とする取引から，様々な流

通経路による取引形態へと進展している[1]．そこで，企業

では市場の変化に迅速に対応し，競争力を高めるために，

従来の電話やＦＡＸでのやり取りではなく，ネットワークを

利用したＥＤＩにより，多くの取引先と取引に関連する様々

な情報の交換を可能にすることが重要になっている．これ

までもＥＤＩによりデータ交換が行われてきたが，その多く

は２社間でのデータ交換に力点がおかれ，すべての関連

企業が同じデータ規約や構造で統一されているわけでは

ない．また，水産物などの生鮮品では，最終製品にはそれ

自身に関する情報だけでなく，その原料や加工過程，ま

た流通過程における情報も記録しておく必要がある．流通

の段階や扱う製品によって必要な情報が異なる一方で，

流通の過程でその製品がもっていた情報の欠落を防ぐこ

とが望まれている[2]． 

現在様々な業種で，ＥＤＩの標準化が進められている．

その手法の一つとしてＸＭＬ[3]を用いた取り組みもなされ

ている．しかし，その多くはＸＭＬを標準のデータ記述言語

として利用しているにすぎず，要望に対し十分に対応して

いるとは言えない．他の業種に比べ取引経路が多段階で

ある水産物流通のＥＤＩでは，取引先ごとのデータ構造の

相違性に対応し，流通の上流から下流まで，個々の企業

で管理されていた取引の情報など，構造の異なるデータ

を可能な限りそのままの形で伝達できる必要がある．しか

し，従来の固定した長さや構造のデータによるＥＤＩでは，

それらに対応できない． 

本研究では，水産物を例にネイティブなＸＭＬＤＢを用

いデータを他の形式に変換することなく処理できるシステ

ムを製作し，水産物流通における取引データの転送を想

定し，様々なデータフォーマットによるデータ転送や，情報

を付加したデータでの転送実験等を行った．このような実

験を通して，取引の段階におけるデータ構造の違いや変

化への対応，またデータの構造を保持したままでの他シス

テムとのデータ連携について，その有効性を検証した． 

 本稿では，第２章で本研究の対象領域としている水産物

の流通について述べ，第３章でＥＤＩの現状とＸＭＬＤＢを

用いたデータ処理について示す．第４章では，本研究で

行った検証実験について，その内容と検証結果を述べ，

最終章でまとめを行う． 

 

２．水産物の流通 

日本では国内外の豊富な魚介類が流通している。水産

物流通では，生産者，輸入商社などの原料供給業者，産

地市場，消費地市場，小売業者によりサプライチェーンが

形成されている。その中には大手の加工食品メーカーか

ら，個人商店まで，さまざまな規模の企業が存在しており，

情報インフラのレベルのギャップは大きく，ビジネスモデル

も複雑である。 

流通において，サプライチェーンの下流から上流または

上流から下流へは売り手買い手間における供給者と顧客

の取引に伴った多段階の情報交換が行われている。 

 

２．１ 魚介類などの流通特性 

消費者が食生活を営むために直接接するのは，小売店

や飲食店であるが，そこにまで食品や食材料が届けられ

るためには，生産者や食品メーカーと小売店などをつなぐ

中間流通が存在する．青果物や魚介類などの生鮮食品

の場合は，この中間流通の機能の大部分を，卸売市場が

果たしている[4]． 
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を中心として構成されている点である．各地で獲られた

種々の魚を都市の消費者に運ぶためには，集荷機関とし

ての卸売市場を必要とする．卸売業者と仲卸業者と，それ

に卸売市場での売参権をもつ売参業者（小売業者，飲食

業者などの売買参加者）によって構成される卸売市場は，

魚介類流通の拠点となっている． 

 また，消費地卸売市場に加えて産地卸売市場が存在し

ている点が野菜・果物と異なる．野菜・果物の場合には農

家で生産されたものが，農協などの出荷機関を経由して

消費地の卸売市場に集められる．しかし，魚介類の場合

には，漁業者が獲ったものが水揚げ地に併設された産地

市場に上場される．この市場に地元の出荷業者，加工業

者，冷蔵・冷凍業者，さらに地元の小売業者が集まり，セリ

または入札が行われる．産地市場が全国各地の水揚げ地

に存在しているのは，魚介類はそのまま消費者の食卓に

向かうものの他に，加工されるもの，飼料など非食用に向

かうものなど，その用途が様々であるためである． 

 

２．２ 流通経路の多様化 

家族形態の変化などを要因に消費者の食生活が変化

し，それに伴って，水産物消費形態が変化し，新たな流通

経路が登場している． 

家庭内消費では，スーパーマーケット，百貨店等の量

販店に加え，鮮魚専門店や生産者直売所，ディスカウント

ストアや生協や農協が経営する生協店舗やAコープ店舗

がある．また，外食等の業務消費では，和食のファミリーレ

ストランや持ち帰り弁当等のチェーン展開やコンビニエン

スストアでの調理食品の販売拡大等，外食・惣菜産業に

おける食材の調達先や方法の多様化も進んでいる．これ

らの仕入先は市場卸売業者，産地仲買人，漁協等出荷団

体，商社，生産者，外食産業問屋，食品メーカーなど多岐

にわたっている． 

鮮魚の場合，天候や潮の状況などで，はっきりした入荷

量はぎりぎりまでわからない．入荷量の増減に伴い単価も

上下する．生産者もバイヤーも漁獲量を予測できないため，

取引には大きなリスクが伴う．そこで，天候不順等に左右さ

れる商品等について一定量の商品を確保するために，あ

るいは多種多様な商品の品揃えのために，産直を行って

いる場合でも仲卸とも取引をおこなうなど，複数のルートを

用意し取引を行う．必然的に中間流通を担う卸等の販売

業者は仕入ルートだけでなく，販売先も多岐に渡り，さら

に流通経路が多様化することになる． 

 これにより，取引データのやり取りにおいても，卸売市場

を中心とする，特定の取引先とのデータ交換だけでなく，

流通段階や企業規模の異なる取引先とのデータ交換も必

要になっている．中間流通を担う企業は，売り手でもあり買

い手でもあり，多様性が求められる．関連する業界企業や

自社の系列企業だけでなく，外部の様々な企業と連携し

なければならない．さらにサプライチェーン全体を通じた

データ交換で全体が最適化されることが重要である． 

 

２．３ 取引情報の多様化 

流通にとって，商品が規格化されることは，商品の判定

や価格の決定が容易となり，効率化につながる[5]．水産

物は品種が多く，さらに規格化のための識別要因が多い．

主な要因としては以下のものが挙げられる． 

・ 成長の度合いにより品名が使い分けられる． 

・ 色や形状などの違いにより，品名・等級を区別する． 

・ 天然物と養殖物は区別される． 

・ 輸入物と国内産物とは区別される． 

・ 漁船，魚場あるいは漁法によって鮮度や脂ののり等品

質差さが大きい． 

・ サイズによる用途の違い（鮮魚向け，加工向け，餌料向

け等）が大きい． 

・ ブランドによって，より高級な素材として区別される． 

水産物の場合，様々な要因による品質の違いが市場価

値に大きく影響する．ただし，これらの要因は全ての品種

に当てはまるわけではなく，品種によって要因が異なる．

つまり，水産物の商品情報の項目は，商品によって可変

すると言える． 

取引される商品を表すものとしては，日本の流通業界で

はＥＯＳシステムにより受発注ＥＤＩが普及し，ＪＡＮコードが

発注商品コードとして普及してきた．しかし，ＪＡＮコードは

主に小売業のＰＯＳシステムのためのもので，それによりす

べての商品が区別できるわけではなく，水産物のように規

格化するための識別要因が多くまたその要因が可変する

商品に対しては十分とは言えない[6]． 

財団法人食品流通構造改善促進機構（以下，食流機

構）により平成１４年に水産物の生鮮標準商品コード第１

次バージョンが確定された[7]．これは，主に品種をあらわ

す「標準品名コード」と，商品の品質や規格等を特定する

ための「標準商品属性コード」から構成される． 

しかし今後の取引では，漁場や養殖課程，加工に関し

ての安全情報など，必要とされる商品識別情報は魚種や

加工の段階などによって細分化されていく．また，水産物

流通全体で，漁業段階から原産地表示など漁獲物等の情

報を，消費者に商品が渡るまで，全てのものの流れを明確

にすることが必要になっており，取引する商品情報項目の

増加も予想される． 

水産物のように，様々なレベルの属性を持つような商品

に対し，十分に網羅的に表現できる固定の標準メッセージ

形式を決定しようとした場合，予め想定されるあらゆる鮮魚

の分類方法や加工方法に対応するフィールドを用意して

おく必要がある．よって，すべての個々のデータが想定さ

れる固定長フィールドを持つために非常に効率性を損なう

要因となる．さらに，新たな分類方法の追加のためにはフ

ィールドの追加が必要である．[8] 

 従来の取引システムの環境では，取引先により固定長や

定型的なデータフォーマットによりデータ交換が行われて

いるため，データ記述の形式の変換や，データの意味内

容での対応付けなど，多数のアプリケーションがスパゲッ

ティの状態で稼動している．そこで，取引先や流通経路が

変化しても，既存のプログラムを修正せずに，様々な取引

先とのデータ交換を可能とする手法が求められる． 

あらゆる条件や要因を想定し，全てを満足させるシステ

ムは不可能である．種々の要望や変化に対し，頻繁な変

更処理にデータベースの追加や再定義など，大幅な改修

を行わず，柔軟に対応できることが重要と考えられる． 

 

３．ＥＤＩの現状と変化への対応 

企業がＥＤＩを導入する理由として，それが取引コストを

削減し業務を効率化させること，また，それが競争優位実

現の手段となることが挙げられる．ただし，ＥＤＩは長期で

継続的な取引関係を築くが，これまで企業間でのオンライ
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ンデータ交換は，多くの場合企業間で合意された規格に

もとづいてデータ交換がなされてきた． 

ＥＤＩ取引を行う場合自社のコード体系，ビジネス・プロト

コルに合致したシステムの導入を進める方が，ＥＤＩに参加

する企業にとって都合がよい．つまり，オンラインデータ交

換は，系列構造のもとに親会社等の主導権を持った企業

が子会社や系列会社に自社フォーマットにあわせてデー

タ交換をさせるといった形態が主流であった．系列会社に

とってみればデータ交換する会社ごとにそれ専用の端末

や取引システムを用意する必要があり，また２社間の取引

依存度を高め，相手にチャネル拡大能力をもたせないと

いう意味から，ＥＤＩが「囲い込み」という現象を引き起こす

理由にもなる[9]． 

ＥＤＩを構築することによって，取引先の拡大，川下から

川上への展開（川上から川下への展開），新しい業界への

拡張が順次行われることが予想される．その反面，プログ

ラムや通信費などの導入・運用コストが高くつくことや，企

業間のデータフォーマットの標準化が進まないなどの理由

で，中小企業特に水産物流通企業にはなかなか普及しな

かった．そこで，大企業だけでなく，中小企業も容易に参

加できる仕組みを作る必要があるということが，強く認識さ

れるようになってきた． 

 

３．１ ＥＤＩの標準化と変化への対応 

取引を行うとき，情報システム間でデータを相互に交換

できれば，ビジネスのスピード化にもつながる．ＥＤＩのよう

に，データを他のアプリケーションへ移動しようとする場合，

同じ伝送フォーマットやプロトコルを使用しなければ，２つ

のプログラムは情報を共有できない．企業間商取引にお

いて，コンピュータ間で情報交換を行う場合，双方のコン

ピュータが間違いなくデータを交換するための共通規則を

取り決めておく必要がある． 

取引相手が限られているうちは，個別の取引システムの

導入や，「変換」による対処がある．このような場合，取引

先によるＥＤＩフォーマットの違いや変更，ＥＤＩシステムの

違いに対して，システム全体を検討して機能整備していた

のでは，迅速な対応が取れないばかりか既存システムにも

手が入ることになり，システム全体の品質を損なう危険があ

る．そのため多種多様な取引先と，自社の取引システムと

の連携を，早期に安全に低コストで実現することは容易で

はない．このような手法をとれるのは大企業での場合であ

り，中小企業にとって今日のように取引相手が増えたから

といって，そうした手法をとることは，より難しく，その費用

は重くのしかかることになる． 

そこで，業界ごとにそれらの標準化を進める動きがある．

ＥＤＩでオンラインデータ交換を行うための標準化されたデ

ータ形式を「標準メッセージ」と呼ぶ．日本で用いられてい

る，主な標準メッセージとしては，製造業で採用されている

ＣＩＩ標準や，流通業界で利用され始めているＥＤＩＦＡＣＴ

などがある[10]．しかし，日本ではこれまで系列を中心とし

た「縦割り型の流通」に対応したＥＤＩシステムに投資してき

たこともあり，ＥＤＩ全体では，まだ非標準の個別ＥＤＩが多く

を占めているのが現状である． 

水産物については，財団法人食品流通構造改善機構

により，「水産物ＥＤＩ標準メッセージ」（第１次バージョン）

が作成されている．これは，ＵＮ／ＥＤＩＦＡＣＴに準拠して

開発されたものである． 

更に，取引システムの構築コストを下げ，より多くの企業

との取引を容易にするための方法として，ＸＭＬを用いた

取り組みもなされている．ＸＭＬは，柔軟で構造化されたデ

ータ形式であり，しかもそのデータは，ＸＭＬパーサーを装

備したプログラムであればどのようなプログラムでも読むこ

とのできる標準形式である．また，ＸＭＬは項目の追加や

順番の変更に対して影響が最小限で済む特徴を持って

いる．データ要素の組み合わせや木構造の変更，後から

新規のデータ要素や属性を簡単に追加できるようにして

おくことで，企業規模や取引段階の異なる取引先や，多岐

に渡る仕入れルートに対して，対応していくことができるよ

うになると考えられる． 

しかしＸＭＬを用いた取り組みの多くは，従来のＥＤＩをＸ

ＭＬに置き換えただけのものであり，ＸＭＬをデータ記述言

語として利用しているにすぎない．ＸＭＬの階層や柔軟性

といった構造の特性を十分に利用しているとは言えない． 

近年，企業間取引で交換されたデータについて，自社

に必要なデータだけを抜き出して，定型的に管理するの

ではなく，受け取ったデータについて，構造も含め可能な

限りそのままの形で保存し，順次取引の上流から下流へ，

または下流から上流へ情報を伝達することが求められて

おり，ＸＭＬの特徴をより生かしたデータ交換が求められて

いる． 

 

３．２ ＸＭＬＤＢによる取引データの処理 

ＸＭＬの利用が進み，データが蓄積されていくことによっ

て，データを管理するための仕組みであるデータベースが，

システム／アプリケーション開発において重要な意味を持

つことは明らかである．ＸＭＬ文書をデータベースに保存

することで，大量のＸＭＬ文書の検索や追加，更新などが

高速かつ容易になる．データベースでＸＭＬデータを管理

するためにさまざまな試みが行われてきたが，それらのう

ち主要なものとしては，以下のような形態がある[11]． 

（１）リレーショナルデータベース 

ＸＭＬ文書の決められた部分を特定のテーブルの特定

のフィールドのデータにマッピングすることで，ＸＭＬ文書

の中のデータをデータベースに格納する．ＸＭＬドキュメン

トが相関関係の複雑ないくつものテーブル群に分けて保

存されるため，検索する際はこのようなデータをいくつもの

ジョイン（ＪＯＩＮ）を行いながら結果を取得しなければならな

い．ＸＭＬとＲＤＢとは構造が異なり，データ・モデルに本質

的な違いが存在する．つまり，ＲＤＢでＸＭＬを扱う場合に

はツリー・モデルと表モデルの間のマッピングを行う必要

があり，そこにオーバーヘッドが存在することになる． 

（２）オブジェクト・リレーショナル・データベース 

ツリー構造のＸＭＬを，より実際のデータ・モデルに近い

かたちでマッピングするという考え方が現れ，その結果，オ

ブジェクト指向データベース（ＯＯＤＢ：Object Oriented 

Database）でＸＭＬデータを管理しようという思想が出現し

た．しかし，このようなオブジェクト指向的アプローチは，パ

フォーマンスの面で大きな問題があることが指摘されてお

り，オブジェクト指向データベースはまだ一般的であるとは

言い難い．そこで，ＲＤＢに対してオブジェクト指向的アプ

ローチが行える仕組みを拡張機能として提供されるように

なった．それがオブジェクト・リレーショナル・データベース

（ＯＲＤＢ：Object Oriented Relational Database）である． 

この方式は，ＲＤＢの安定した機能を使うことができる．ま
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た，ＸＭＬツリーと親和性の高いオブジェクト指向的なアプ

ローチでデータ操作が行える．しかし，実際のデータはＲ

ＤＢと同様に格納するのでＲＤＢとＸＭＬのマッピングのた

めのオーバーヘッドは依然として残ってしまう． 

（３）ネイティブＸＭＬデータベース 

ＲＤＢやオブジェクト指向データベースなど既存のデー

タベース技術にＸＭＬを適応させるのではなく，ＸＭＬのツ

リーをそのまま扱おうというのが，ネイティブＸＭＬデータベ

ースである．この方式の場合，データ構造のマッピングと

いう作業は必要ない．ＸＭＬ文書をそのまま，もしくは最小

限の変換を行ったうえで保存し，完全にオリジナルなもの

と同じ状態で取り出せる．ＸＭＬのツリー構造のまま格納す

ることにより，ＸＭＬ文書が持つタグの情報をもとにした検

索や追加，削除，更新などが可能である． 

 

ＸＭＬのようにデータをマークアップすればするほど，コ

ンピュータの処理効率とスペース効率に大きな問題が生じ

る．リレーショナルデータベースの内部にＸＭＬデータをス

トアするのは，非常に複雑で，パフォーマンスに悪影響を

及ぼすと考えられる． 

これからの水産物ＥＤＩシステムは，絶え間なく変化する

データ構造に容易に適応しなければならない．特に，交

換されるデータがＸＭＬで記述されるようになれば，大量の

ＸＭＬデータの保存と発行に伴う管理が必要となる．その

対応として，ネイティブＸＭＬデータベースの重要性が増

すと考えられる． 

 

４．取引データ転送実験 

これまで述べてきたことをふまえ，本研究ではＸＭＬＤＢ

を用いた２つのＥＤＩの実験モデルを用意し，以下のような

取引データの転送実験を行った． 

（１）流通経路の多様化に伴う取引データフォーマットの相

違性への対応について，２社間における様々なデータ

フォーマットでの転送実験． 

（２）付加情報を伴う多段階での取引データの伝達につい

て，３段階の取引によるデータ転送実験． 

  

ＥＤＩにおいて本手法を用いシステム開発を行えば，デ

ータフォーマットの違いに対して，ほとんど改修することな

く取引先を登録するだけでデータ交換を開始することがで

きる．これにより，取引先ごとの端末導入やプログラム修正

が不要になると考えられる．そこで，本実験によりXMLおよ

びXMLDBの特性を活かしたデータ連携について有効性

を検証した．  

 

４．１ 対象となる情報交換 

流通業のＥＤＩにおいて交換されるメッセージは図１のよ

うに商品情報，発注情報，入荷・仕入検品，請求・入金情

報等数多くあるが，本研究では，流通業のＥＤＩにおいて

交換される数多くのメッセージの中から商取引の基本とな

る受発注および出荷（納品）データに注目し，前節のＸＭ

ＬおよびＸＭＬＤＢの特徴を踏まえて実験システムを作成し

動作確認を行った． 

 

４．２ 実験システムのサーバー構成 

実験システムのサーバーの構成は以下の通りである． 

ＣＰＵ:Celeron 650ＭＨｚ 

メモリー：160ＭＢ 

ＯＳ：Windows2000 server 

Ｗｅｂサーバー： Apache 1.3.24 

サーブレットコンテナ：Tomcat 3.3a 

ＸＭＬＤＢ：Tamino 3.1.2 

 

本実験システムは，取引システムは全てＸＭＬＤＢを用

いた構成とした．データは，Ｗｅｂサーバーを通して，プロト

コルにＨＴＴＰを使用し転送を行った．サーブレットコンテ

ナは，サーバーに保存してあるデータの照会など，サーバ

ー側のモジュールの実行に用いている． 

ＸＭＬＤＢはデータフォーマットの異なるデータの転送や，

またそのような様々なフォーマットのデータを自社のデー

タベースの構造に変換するのではなく，可能な限りそのま

まの形で，データを他の形式に変換することなく処理でき

ることが求められる．このような機能を考慮し，ネイティブな

XMLDBであるSoftwareAG社の「Tamino」を使用した[12]． 

 

 

商品情報 商品情報
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４．３ 受発

ＥＤＩにＸ

データフォー

受発注ＥＤ

ＥＤＩデータ

なフォーマッ

く処理可能

た． 

 

４．３．１ 実

 この実験モ

ールは以下

（１） 登録モ

発注デー

発注デー

（２） 受信モ

発注デー

し，受信

してＸＭ

発注側サ

た，XML

応した処

様々なフ
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図１ 対象となる情報交
注ＥＤＩ実験モデル 

ＭＬを用いたとしても取引先の多様化により，

マットも多様化することが考えられる．そこで

Ｉ実験モデルを作成し，ランダムなＸＭＬによる

を作成し実験を行った．この実験により，様々

トのＸＭＬデータが本実験システムにより正し

であることや，その処理時間について検証し

験モデルの構成 

デルの構成は図２のようになり，用いたモジュ

のものがある． 

ジュール 

タとして作成されたＸＭＬデータを，発注元の

タ配信用ＸＭＬＤＢに登録を行う． 

ジュール 

タ配信用サーバーに対し発注データを要求

されたＸＭＬ形式の発注データを受注データと

ＬＤＢに登録・保存する．発注データの要求は

ーバーのＵＲＬを指定することによって行う．ま

のデータフォーマットを判断し，それぞれに対

理を用意するのではなく，１種類の処理で

ォーマットのＸＭＬデータの処理を行う． 
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（３） 受注データ照会モジュール 

受注データを保存してあるXMLDBから，Webブラウザ

を用いてデータの照会を行う．保存されている様々なフ

ォーマットのデータから，受注側の固定した形式に合わ

せて表示を行う． 

（４） 受注データ抽出モジュール 

受注データを保存してあるXMLDBから，テキストデータ

としてXMLデータを出力する．保存してあるデータを，

ほぼそのままの形でテキストデータとして出力する． 

 

この実験モデルの主な処理の流れは，次の通りである． 

① 発注データとして，プログラムによりランダムなＸＭＬデ

ータを作成する． 

② 作成されたランダムなＸＭＬデータを，登録モジュール

により発注側システムのＸＭＬＤＢにＸＭＬデータとして

登録・保存する． 

③ 受注側から，受注処理プログラムにより発注データを

要求し，ＸＭＬデータとして受信する． 

④ 受信された発注データは，受注側の受注データとして，

受信したＸＭＬフォーマットで保管し処理される． 

⑤ 受注データを照会モジュールにより，受注側に必要な

項目を抜き出すことが可能か確認する． 

⑥ 受注データから抽出モジュールによりデータをＸＭＬテ

キストデータとして抜き出し，発注側で作成したデータ

と比較する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．３．２ 実験に用いたデータ 

今回の実験におけるＸＭＬデータとして，水産物標準

EDIメッセージ[13]の「発注情報」に準拠した．その「発注

情報」には項目として１０５の項目が存在する．そのうち必

須項目とされているのが１５項目である．実験用のデータと

して，必須項目よりやや多い30項目，XMLデータの階層と

しては７階層をめどにランダムなXMLデータを作成し，実

験を行った．項目の順番や有無，さらに階層もランダムな

ものとした（図３）．このランダムなデータにより，基本フォー

マット以外に次のような場合にデータ処理が可能であるか

確認を行うことができる． 

１.発注データの項目の並びが異なっていた場合 

２.発注データの項目の階層が異なっていた場合 

３.発注データの項目の数が少ない場合 

４.発注データの項目の数が多かった場合 

１～３は取引先によってデータのフォーマットが異なるケ

ース，また４は，付加情報があるケースを想定できる． 
データ件数は，ある中規模スーパーのEOS発注におけ

る１日の明細件数約３０００件のデータで実験を行った．た

だし，実験では比較用のデータとして，１０００件，２０００件，

４０００件も含め４種類の件数を用意した．ランダムな発注

データに対する受注側ＸＭＬＤＢのスキーマ定義は，図４

のようになる．階層構造はあまり深いものではなく，また項

目もテストデータより少なく定義されている． 

 

４．３．３ 実験方法 

各モジュールに処理開始・終了時間と，処理時のログを

出力するように組み込み，処理の可否についてはログの

内容の確認，処理時間は表示された開始・終了時間から

算出した． 

データの内容については，発注側元データと受信・保

存されたデータを一度ブラウザ（インターネットエクスプロ

ーラ）で表示させ，そこからテキストデータとして抜き出し，

抜き出されたデータをテキストエディタ（MIFES）のファイル

比較機能を用いて確認を行った．データの比較について

は発注側・受注側のデータ１００件を抽出し，比較を行った

（図５）． 
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図３ ランダムなデータの例  図２ 実験モデルの構成
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図４ 受注側ＸＭＬＤＢの定義 
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４．３．４ 実験結果 

（１） 処理の可否 

テストに用いたランダムなＸＭＬデータの内，項目を括る

ためだけのタグとタグの間にデータも含まれているような場

合には，本実験システムのモジュールでは受注システムの

XMLDBに登録することができなかった．しかし，その他の

データについては問題なく登録が行われていた． 

（２） データの比較 

今回の実験で転送を行い，受注側に登録されたデータ

のうち，比較を行った１００件のデータについては，受信側

のXMLDBに保存されていたデータに，データベースの管

理用の属性が追加された以外は，内容・構造とも元のデ

ータの情報が保持されていた．その他の部分についても，

不正処理のログが出力された形跡が無かったので，同様

に処理されていると考えられる． 

（３） 処理時間 

同じデータについて４回ずつ実験を行い，初回はプロ

グラムの読み込み等で時間がかかるため，初回を除いた３

回分の時間の平均をとった．処理時間はデータ件数にほ

ぼ比例しており，今回の実験の範囲では，ある件数を境に

極端に処理能力が落ちるということは見られなかった（図

６）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ転送については，今回の実験はローカルLAN上

での実験だったため，実際は使用する回線によって若干

異なってくることが考えられる．ただし，近年のインターネッ

ト等ネットワークの高速化を考慮すると，影響は小さくなっ

ていく． 

 

 本実験の結果，一部の制約はあるものの，多様な発注

データに対し処理は正しく行われており，また，処理時間

については，実験に用いたシステムの構成から考えると，

現在はより高性能のハードウェアの利用が可能であるため，

さらに処理速度の向上が期待できる． 

 よって，取引システムに変更を加えず多様なデータ構造

に対する対応として，本実験システムの有効性が確認でき

たといえる． 

 

４．４ 多段階でのデータ転送実験モデル 

水産物などの生鮮品では，その原料や加工工程，また

流通過程における情報も残しておく必要があり，流通の過

程でその製品が持っていた情報の欠落を防ぐことが望ま

れている．そこで，多段階でのデータ転送実験モデルを

作成し，特に取引データに対して，各取引段階において

取引に関する情報の付加とその保持・伝達について，検

証を行った． 
ランダムなXMLデータ処理テスト
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４．４．１ 実験モデルの構成 

実験の対象となる処理は，卸が仲卸から受けた発注デ

ータを基に商品を納品する際の出荷データについて，上

流の卸から下流の小売までを想定した（図７）． 

実験の手順は以下のようになる． 

① 卸は仲卸に対して発注情報を要求し，仲卸の発注シ

ステムからＸＭＬデータで発注データを受信する． 

② 卸が受信した発注データは，自社の受注データとして

受信されたフォーマットでＸＭＬＤＢに保存される． 

③ 受注データは，商品ごとの管理を可能にするため，取

引明細ごとのデータに分解される．ただし，このときそ

れぞれの明細は受注データのフォーマットを保持して

 

 

図６ 処理時間
図５ ＸＭＬデータの比較 
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分解され，発注情報ナンバーと明細番号で区別するこ

とができるようにする． 

④ 明細に対して，出荷元の情報を追加し，出荷明細デ

ータを作成する． 

⑤ 出荷明細データは，出荷先の取引システムに対し，Ｘ

ＭＬデータで送信・登録される． 

⑥ 仲卸で受信された出荷明細データは，自社の入荷デ

ータとしてＸＭＬＤＢに登録される． 

⑦ 仲卸から小売に対しても，④～⑥と同様の処理が行わ

れる． 

 

４．４．２ 実験に用いたデータ 

交換するメッセージは，食流機構により確定された水産

物標準ＥＤＩメッセージのうち，「発注情報」のメッセージを

基に実験用のＸＭＬデータを作成した．水産物標準ＥＤＩメ

ッセージの内容を網羅し，項目名は追加項目を除いて同

じ項目名とした．また，全て同一のフォーマットではなく多

様なデータフォーマットも想定し，基本フォーマット以外に

以下のようなケースのデータも用意した． 

１．発注データの項目の並びが異なる． 

２．発注データの項目の階層が異なる． 

３．発注データの項目の数が少ない． 

４．発注データの項目の数が多い． 

特に３は，標準ＥＤＩメッセージの中でも必須項目のみで運

用するケースを考慮している．４は，今後増加が考えられ

る取引情報の増加を想定している．データは合わせて２２

明細を含む４伝票分の発注データを，それぞれの条件で

作成した． 

 

４．４．３ 実験方法 

フォーマットの異なるデータを，それぞれの条件に合わ

せた個別のプログラムではなく，同一のプログラムによりデ

ータ伝送の実験を行った．データの伝送処理後，それぞ

れの段階において，卸の受注明細データ，仲卸の入荷デ

ータ，小売の入荷データをテキストファイルとして出力した．

それらの出力されたファイルを比較し，付加されたデータ

を含めたデータの内容に違いは無いか，またデータの構

造は変化していないか，確認を行った（図８）． 

 

４．４．４ 実験結果 

付加された情報も含め，データ構造そのままの構造で

転送されデータベースに保持されていた，データの内容

についてもほとんどのデータは正確に転送されていた．一

部の全角文字について文字化けが生じたが，これは送信

モジュールの文字コードの定義またはデータベースの定

義の違いによるものと考えられる．よって，概ねデータの転

送が正しく行われていることを確認された． 

 この実験により，構造の異なる取引データに，取引段階

において順次情報が付加された場合でも，その構造を保

持し伝達できることが検証された．また，受信したデータは

そのままの形で保存されるため，必要に応じて保存したデ

ータを次の段階の取引先への伝送や，自社の他システム

での再利用に対しても有効である． 

 

４．５ 課題 
（１）データの冗長性 

今回の実験で，データ構造の違いや追加情報に対する

柔軟性が検証できたと考えられる．ただし，取引データを

ＸＭＬで記述するにあたって，各項目のデータに開始・終

卸
仲卸

Web Server
(Apache)

XMLDB
(Tamino)

受信
モジュール

XMLDB
(Tamino)

送信
モジュール

①
発注ﾃﾞｰﾀ
( XML )

発注ﾃﾞｰﾀ
( XML )

受注ﾃﾞｰﾀ
( XML )

入荷ﾃﾞｰﾀ
( XML )

出荷明細
ﾃﾞｰﾀ

( XML )

出荷明細
ﾃﾞｰﾀ

( XML )

送信
モジュール

小売

Web Server
(Apache)

XMLDB
(Tamino)

発注ﾃﾞｰﾀ
( XML )

入荷ﾃﾞｰﾀ
( XML )

抽出
モジュール

入荷データ
( テキスト)

受信
モジュール

発注ﾃﾞｰﾀ
( XML )

②
納品ﾃﾞｰﾀ
( XML )

③
納品ﾃﾞｰﾀ
( XML )

受注明細
ﾃﾞｰﾀ

( XML )

発注データ

<明細情報>
  |-<発注情報ナンバー>
  |- <明細行ナンバー>
  |        ：
  |
  |- <商品>
  |    |- <商品コード>
  |    |- <商品名>
  |    |      ：
  |
  |- <商品属性>
  |    |- <水域名>
  |    |- <原産地コード>
  |    |      ：
  |
  |- <数量>
  |- <単価>
  |- <金額>
  |- <備考>
  |    :
  |
</明細情報>

出荷情報（第２段階）

<明細情報>
  |-<発注情報ナンバー>
  |- <明細行ナンバー>
  |        ：
  |
  |- <商品>
  |    |- <商品コード>
  |    |- <商品名>
  |    |      ：
  |
  |- <商品属性>
  |    |- <水域名>
  |    |- <原産地コード>
  |    |      ：
  |
  |- <出荷元情報>
  |    |- <出荷元１>
  |    |    |- <出荷元名>
  |    |    |- <出荷市場>
  |    |         ：
  |    |- <出荷元２>
  |    |    |- <出荷元名>
  |    |    |- <出荷市場>
  |    |         ：
  |    :
  |
  |- <数量>
  |- <単価>
  |- <金額>
  |- <備考>
  |    :
  |
</明細情報>

図８ 実験データの例 

図７ 多段階でのデータ転送実験モデル 
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了のＸＭＬのタグ情報が付加され，データ量が増えてしま

う．タグの名称にもよるが，必須項目のみよる取引データ

では，場合によって実際のデータよりもそれに付随するタ

グ情報の方が多くを締めてしまうということになりかねな

い． 
しかし，コンピュータの処理能力の向上，ディスク装置の

大容量化，インターネットの普及に伴うネットワークの高速

化が進んでいる．動画のストリーミング等が行われる今日

では，それに比較してＸＭＬ化された取引上のデータ量は，

問題にならなくなっていくと考えられる． 
（２）データ項目の標準化 
今回の実験では，ＸＭＬデータのタグ名称は独自の設

定を行った．しかし，水産物流通業界さらには関連する企

業で活用していくためには，標準化の推進が重要と考えら

れる．ＣＩＩやＥＤＩＦＡＣＴでもＸＭＬ化が進められている．今

回参考にした水産物標準ＥＤＩメッセージも含めＸＭＬ化さ

れ，その上で必要に応じてデータ項目が付加されることに

よって，水産物流通だけでなく，その他の業界にもまたが

って，上流から下流まで，データを有効に活用することが

できるようになっていくと考えられる． 
 
５．おわりに 

本研究では，流通業の中でもデータ記述の難しい水産

物流通に注目し，従来のＲＤＢを用いたＥＤＩシステムの問

題に対し，ＸＭＬＤＢを用いた受発注システムを製作し実

験を行った．その結果，取引先の多様化や取引情報の増

加など，周辺環境の変化によるデータ構造の違いや変化

に対し，ＸＭＬによるデータ記述に加え，ＸＭＬの処理を行

うデータベースとしてＸＭＬＤＢを用いることにより，メンテ

ナンスも容易であり，柔軟に対応可能であることを示した．

また，受け取ったデータの保存・活用の面でも，データ構

造をそのままに処理・保存が可能な点から，商品の履歴管

理等への有効性を示した（表１）．さらに，本研究で取り上

げた問題は水産物に限ったことではなく，本研究で用いた

手法は，水産物以外の他の製品や業種への適用も十分

に可能と考えられる． 
取引が多様化する中で，全ての企業が今回の実験のよ

うな本格的なＸＭＬＤＢを用いた取引システムを用意できる

とは限らない．最近，クライアントアプリケーションでもＸＭ

Ｌ対応を謳う製品が増えてきている．そこで，中小企業でも

容易に導入ができるような手法や機能の提供方法などの

検討も重要である． 
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表１  従来のEDIシステムと本実験システムの比較 

 RDBを用いた従来のEDIシステム 本研究でのXMLDBを用いたシステム 

フォーマットや構

造の異なるメッセ

ージへの対応 

メッセージ形式ごとに個別の取引プログラムを用意する。

変換処理後取り込み。 

変換処理のメンテナンスが難しい。 

送られてきたデータを、そのままの形で取り込み。 

同一のプログラムでほとんど処理可能 

水産物の取引情

報など、付加情

報増加への対応 

情報の増加に合わせてテーブルの再定義が必要。また

は、事前に予備項目を用意し、その項目を使用する。 

付加情報部分を別テーブルとし、関連付けて保存する。 

再定義を行わない場合は付加情報が欠落する可能性が

ある。（自社に必要な項目のみ取り込みを行う） 

スキーマの再定義無しに、送られてきたデータを

全てそのままの構造で保存できる。 

付加情報を累積していくことができる。 

メッセージのサイ

ズ 

固定長もしくはデータの区切り文字の付加のみであるた

め、実際のデータ長よりそれほど大きくはならない。 

取引の段階で、２社間で合意したデータのみしかやり取り

しないので、サイズは変化ほとんど無い。 

データの前後にタグ情報を追加する必要があるた

め、冗長になる。 

情報が順次転送されるたびに、取引情報等が付

加されるので、徐々にサイズが大きくなる。 

履歴情報への対

応 

取引情報のシステムとは別に、履歴管理のための情報シ

ステムを構築する必要がある。 

ただし、統一したシステムとしなければ、取引と同様に多

端末現象や変換地獄を招く可能性がある。 

転送データに各段階での取引情報を付加し、その

情報をほぼそのままの形で次の段階へ転送するこ

とができるので、最終的に商品情報に全て含める

ことが可能である。 
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